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生活のあらゆる面において
手話言語が認知されることも

ろう者の人権

展望



はじめに

•憲法から単独の手話言語法または手話言語を位置づける法律まで、
手話言語に関する法制度にはさまざまな種類がある

•手話言語法と国連障害者権利条約の関係

•手話言語法 –誰がどのように法実施を監視するのか、どんなツール
や手段が使われるのか？

•手話言語法に対する関係当局の認識と、言語的権利に対する使用
者の（言語的）認識



さまざまな国の手話言語法や法制度

•憲法で認知

•一般言語法で認知

•手話言語法または手話言語に関する法律で認知

•他の意思疎通手段と一緒に手話言語法または手話言語に関する
法律で認知

•国語審議会の権限での法制度による認知

M・デ・メーデル (2015b) 手話言語の法的承認 手話言語研究, 15(4), 498–506.



STATUS OF SIGN LANGUAGE LEGISLATION



法制度の種類による手話の法的認知

法的認知の種類

憲法で認知

一般言語法で認知

手話言語法または手話言語に関する法律で認知

障害者に関する法律

国語審議会の承認

手話言語や他の意思疎通の手段に関する法律





アフリカ アジア オーストラリア、オセアニア

ヨーロッパ 北アメリカ 南アメリカ

手話言語を認知する国
手話言語を認知しない国

地域別による
手話言語の法的認知

ここでは１９３カ国の国連加盟国を対象にしている



国別による
手話の法的承認

手話言語を認知する国
手話言語を認知しない国

ここでは１９３カ国の国連加盟国を対象にしている



現状の法制度のまとめ

•障害や平等、教育に関する法制度では、手話言語に言及している
のみである。

•手話言語の認知は、宣言または政府の決定により認知される （明確
な法的認知ではない）。

•州または県の法制度で手話言語が言及されているが、連邦レベル
ではまだ認知されていない（例、米国とカナダ）。



手話言語に関する法制度と
国連障害者権利条約の関係

•第２条 –定義

“言語”は音声及び手話言語その他の形態の非音声言語をいう。

•第９条 –アクセシビリティ

•第２１条 –表現及び意見の自由並びに情報のアクセシビリティ

•第２４条 –教育

•第３０条 –文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの
参加





フィンランドの例

• フィンランドの法制度では、1995年以降フィンラン

ド憲法で手話言語が認知されている。

• 言語を保護しようとする憲法の規定は、関係当局

の認識の欠如により、効果がないことが判明した。

• フィンランドろう協会(FAD)の要請により、司法省は、

カタイネン首相と彼が率いる政府によってワーキ

ンググループを設置した。このワーキンググルー

プは、フィンランドで使用される手話言語、つまり

フィンランド手話言語やフィンランド−スウェーデン

手話言語、これらの言語使用者の言語的環境の

状況について報告書を作成した。

マルク・ヨキネン

議会でフィンランド手話言語法が可決された！
万歳！



フィンランドの例 – 続き

• ワーキンググループは、フィンランド憲法やC

国連障害者権利条約CRPD (2016)、均等法

(2015)等を参考に新しい手話言語法案を作

成した。

• 憲法委員会は、フィンランド政府が手話言語

法の実施を監視し、その言語の位置と使用

を促進させるべきであるとした。

• 手話言語法は2015年5月1日に発効した。



フィンランド憲法

第１７条 ー 言語と文化の権利

言語法 Sámi法 手話
言語法

その他の特例法：教育、情報、社会・保健サービス、司法、幼児期など

政府向けのガイドライン、勧告、調整



課題

手話言語法の目的

• なぜ手話言語法が必要なのか? 
• 一般的な法律で当局の認識は向上するか? 
• 危機にさらされているフィンランド-スウェーデン手話言語を一般
的な法律で守れるか? 

適用範囲 • この法律は誰と何に対して適用されるか? 

他の法制度との関係
• 執行力の弱い一般法は手話言語使用者の権利を制限しうる。
• フィンランドは2016年5月に国連障害者権利条約に批准した。

定義
• 誰が手話言語を使用する者の権利を監視するか? 
• 制裁措置を加える権限はあるか? 



手話言語諮問作業委員会

期間 2017 – 2018 (2 年間)

目標
手話言語の現状を示し、関係者へ体系的な情報提供を確実にす
る

作業

フィンランド-スウェーデン手話言語使用者の全体的状況 (手話言
語教育, 調査, 通訳者の利用性の現状, 場合によっては発展のた
めの勧告)について報告書を作成し 、手話言語法の実施を監視
すること。

構成員

• 司法省
• 教育・文化省
• 社会問題・保健省
• フィンランドろう協会
• フィンランド-スウェーデン手話使用者協会



検討すべき問題点

• 手話言語法と均等法の関係?

• 手話言語法と障害者権利条約の関係? 

• 手話話者の言語的認識は? 言語権の使い方についてのガ
イドラインが必要

• 当局の言語的認識は? 認識を高め、手話言語の認知につ
いて国の政策に影響を与えることが必要!

• ”促進の義務” とは? 平等の促進の義務は（国・地方両方の
レベルの）公的当局すべてに適用。–しかし、どうやって..?



ご静視・ご清聴
ありがとうございました！


